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科学技術情報整備審議会基本方針検討部会（第 4 回） 議事要録 

 

日 時： 

令和 7 年 3 月 28 日（金）午前 10 時～正午 

 

場 所： 

国立国会図書館東京本館総務課第一会議室 

 

出席者： 

基本方針検討部会員 4 名 

野末俊比古部会長、池内有為部会員、生貝直人部会員、大向一輝部会員 

 

館側出席者 9 名 

（幹 事）利用者サービス部長、電子情報部長 

（事務局）利用者サービス部副部長、同部司書監サービス企画課長兼務、同部科学技術・経済

課長、同課課長補佐、電子情報部電子情報企画課長、同課課長補佐 2 名 

 

次 第： 

1. 前回議事要録の確認等（資料 4、参考資料 1） 

2. 現在だけではなく百年後のユーザまで視野に入れた情報基盤の構築（資料 5） 

3. 第六期国立国会図書館科学技術情報整備基本計画策定に向けての提言（概要案）について（資

料 6） 

4. その他 

 

配付資料： 

（資料 1）科学技術情報整備審議会基本方針検討部会関係者名簿 

（資料 2）基本方針検討部会テーマについて（第 1 回部会資料 4 再掲） 

（資料 3）基本方針検討部会のスケジュール 

（資料 4）科学技術情報整備審議会基本方針検討部会（第 3 回）議事要録（暫定版） 

（資料 5）部会（第 4 回）の論点について 

（資料 6）第六期国立国会図書館科学技術情報整備基本計画策定に向けての提言（概要案） 

（参考資料 1）ウィキメディアンからのヒアリングの概要 
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議事概要： 

 

1. 前回議事要録の確認等 

 事務局から、前回議事要録について意見等がある場合は、4 月 4 日までに連絡して欲しいと

の依頼があった。また、事務局がウィキメディアンからのヒアリング内容（2 月 12 日実施。参

考資料 1）について報告した。 

 

2. 現在だけではなく百年後のユーザまで視野に入れた情報基盤の構築 

 事務局が資料 5 について説明した。主な発言は次のとおりである。 

 

〇関係機関（者）との連携・協力の方向性 

・データを提供する外部研究者等を限定した上で、共にサービスや技術の開発を行うとよ

いのではないか。その際にはしかるべき相手としかるべき契約を結ぶべきだが、相手は非

営利組織に限るべきではない。民間、公共いずれも複数機関でのコンソーシアムのような

枠組みができるとよい。 

・協働研究は、国立国会図書館（以下「NDL」）内の研究がある程度活発でなければ行う

ことができない。これまで以上に研究を活発に行い、アウトプットに力を入れていくこと

が不可欠。 

・外部研究者に緩やかで長期的な肩書を与えて NDL に一時的に入っていただき（非常勤・

客員等、様々なバリエーションが考えられる。委嘱研究員（無報酬）もよい。）、その人

と協働研究を行うようにしてもよいのではないか。責任の所在がはっきりする。 

・NDL が持っている利用者のログは、利用者行動の研究者のみならず、図書館とは別の分

野の研究者にとっても魅力的に映るのではないか。NDL が適切な処理を施したデータを

公開することは、他の図書館等の見本にもなる。 

・NDL で協働研究の体制を作っていくことは、各図書館に対する啓発になる。NDL 職員の

ポテンシャルを上げていくという意味でもよいと思う。 

・研究に限らず、システムやサービスの開発、政策の立案といった実務の現場でも、専門

家から適宜アドバイスをもらうようなことも含めて考えるべきではないか。 

・外部研究者等が持っているデータを使った NDL 職員による研究やサービスの展開も考

えられる。 

・NDL がイニシアティブを取って、府省庁や関係機関との間に、実務レベルでの密接かつ

継続的な連携の場を作ればよいのではないか。 

・都道府県立図書館と専門・大学図書館の一部で、サービス開発等、広い意味での研究開

発の役割を担っているところもある。しかし、これらには十分なリソースがない場合もあ

り、NDL との連携のニーズがあるように思われる。 

・あらゆる図書館を対象にすると中途半端に終わる可能性が高いので、2～3 の有力な図書

館とまずは限定的に協力協定を締結して取り組むとよいのではないか。 

・情報システムを構築するスキルを持った人が、図書館界全体に足りなくなってきており、

危機的な状況。人材育成のため、交流の場を立ち上げ情報交換する必要がある。 
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・NDL サーチに対して、それぞれの図書館に要望や期待があるのではないか。NDL サーチ

を起点に、物流、人事、レファレンスなど、様々な課題に接点が広がっていく可能性があ

る。 

・イギリスには英国図書館と同格の施設が国内に 10 か所あって、地方でも国立図書館の館

内限定資料の閲覧ができ、各地に国立図書館レベルの司書が存在する。NDL もそのよう

に地方に拠点を広げることを目指すべきではないか。 

 

〇利活用に係る議論の補足 

・今は簡単に何かしら情報が見つかるものの、それが最適なものかどうかが分からないこ

とが利用者に起こりがちである。リテラシーの向上支援としては検索方法等のガイドを

用意することも重要だが、システムあるいは人がどのように適切な情報にアクセスする

のか、アシストすることも大切。最初にその分野について調べる時に、どの資料から見て

いくと良いのか、といったガイドが必要ではないか。 

・所蔵資料のデジタル化については、送信対象の拡大といった利活用促進とセットで進め

るべき。 

・テキスト化が可能になったことによる状況の変化はあるだろう。送信ができないとして

も、検索できることにより資料としての価値が再発掘される、といった意義はあるのでは

ないか。出版活動の活性化に繋がる可能性がある。 

・仮に現段階でデジタル化が止まってしまったら、文化の消失という事態にもなりかねな

い。将来デジタル化をしようとした時に資料が劣化し、デジタル化できないという可能性

も大いにある。雑誌や漫画などのデジタル化も、文化の保存の観点から積極的に進められ

るとよい。 

・未収かつ入手困難資料のデータ収集は、テーマを決めて集めることも考えられるのでは

ないか。NDL には所蔵がなく在野の研究者等が個人で持っているデジタルデータ（例え

ば SP レコード）の収集も意識する必要がある。 

・インターネット資料の収集やデータの受入れの拡大に際しては、収集対象選定のメカニ

ズムが検討課題となる。英国図書館のウェブアーカイブでは、妥当性を図るメカニズムの

下キュレーターが選定を行っている。 

・組織化については、全てに精緻な書誌データを作ることは難しい。むしろ、NDL ができ

るかどうかは別にして、例えば調べものをする際に参照すべき順番が分かるようなもの、

つまり価値判断が必要となる情報（重要度や難易度等）を付すことが必要ではないか。 

 

〇その他 

・XML 化については、これにリソースを割くことによって所蔵資料のデジタル化・テキス

ト化等の他の事業の進捗に影響するのであれば、無理に進める必要はない。まずは量を重

視すべき。 

 

3. 第六期国立国会図書館科学技術情報整備基本計画策定に向けての提言（概要案）について 

事務局が資料 6 について説明した。主な発言は次のとおりである。また、補足等があれば、
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3 月 31 日を目途として事務局に伝えることとした。 

・「生成 AI」という言葉は狭く、近い将来そう呼んでいるかすら分からない。2300 年から見

た時にどうなのか、未来の私たちが見ているといったような、時間的なニュアンスが感じ

られるタイトルが望ましい。利用者が中心であることも読み取れるとよい。 

・情報社会の次に目指すべき社会という視点も大切ではないか。長期的なスパンで考える

なら、バージョンアップは AI だけにとどまらないだろう。 

・生成 AI 時代に参照されるという表現は、生成 AI 等を使いこなせる人を育てる、典拠の

ある知識基盤を構築するといったように能動的なニュアンスが伝わるようにするとよい。 

・リテラシーという言葉に代えて、デジタルスキル等の言葉を使うことで、個人がデジタ

ル技術を活用する能力の向上の実現に主体的に寄与するというメッセージを伝えること

は必要。「情報環境を使いこなす」などと説明的に言い換えることも考えられる。 

・NDL が生成 AI をどのようなものとして捉えているかについて記述することが重要。 

・テキストデータの提供については項目を立てる価値があるのではないか。 


